
現場技術力の向上の支援

600

原稿テンプレート（現場技術力の向上の支援・総括記事用）

 

自治体などからの技術相談の対応状況 

１．はじめに 

 国総研では、国の機関や自治体等に対し、政策実

施・事業施行に関する様々な技術支援を実施してお

り、災害現場はもちろん、住宅・社会資本整備の現

場で発生した問題に対しての技術指導および専門家

の派遣を継続的に行っている。 

 技術相談にあたっては、どの分野・施設に関する

相談をいつでもできるように、国総研として一元化

した相談窓口を設けている。 

２．技術相談窓口 

 住宅・社会資本整備に関わる技術者が日頃から感

じている疑問や悩みなどについても、問い合わせる

ことができるように、「国総研技術相談窓口」(図－

１)を平成26年12月に設置しており、国総研が担当す

るあらゆる分野・施設に関する相談事項をワンスト

ップで受け付けている。 

 また、港湾・海岸・空港施設に関わる良好な維持

管理の実施を支援するため、国立研究開発法人港湾

空港技術研究所と連携して、「久里浜ＬＣＭ支援総

合窓口」(図－２)を開設し、施設の計画・施工・管

理を実施する地方整備局、自治体、民間事業者など

からの港湾・海岸・空港施設の維持管理に関する技

術的な相談を受け付けている。  

 なお、昨年度の分野別の技術相談件数は表の通り

である。 

表 分野別技術相談件数 

 

分野 件数 

下水道 38 

河川 409 

土砂災害 37 

道路 218 

建築・住宅・都市 118 

沿岸海洋・防災 160 

港湾 193 

空港 166 

社会資本ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ等 74 

合計 1,413 

港湾管理者
空港管理者
地方整備局
地方航空局
民間企業
国際協力 等

本省港湾局技術企画課
本省港湾局海岸･防災課
本省航空局空港安全・
保安対策課

〈国土技術政策総合研究所Ｇ〉
• 行政ニーズの把握･分析
• 現場データの把握･分析
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の企画実行

相談

支援 協議･調整

〈港湾空港技術研究所Ｇ〉
• 要素技術の開発研究
• 技術開発の中長期計画の立案
• 基準化、研修･啓蒙･普及など支援の実施協力

〈外部連携Ｇ〉

• 要素技術の開発研究等

構造研究チーム
[LCM統合ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ、ｺﾝｸﾘｰﾄ･鋼構造、事例DB]

耐波研究チーム [吸い出し]
空港舗装研究チーム [舗装体]
新技術研究開発領域 [計測技術]
材料研究チーム ［材料劣化］
地盤改良研究チーム [地盤改良]

港湾施工システム･保全研究室
[全体像分析、基準化、LCC評価ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ]

空港施設研究室 [舗装体]
沿岸防災研究室 [海岸保全施設全般]

港空研客員研究員 [ｺﾝｸﾘｰﾄ構造設計]

《久里浜ＬＣＭ支援総合窓口》

ワンストップ窓口 TEL.046-844-5030

国土技術政策総合研究所

港湾施工システム･保全研究室

Email:ysk.nil-lcm-center@ml.mlit.go.jp

 

図-１ 「国総研技術相談窓口」 

図-２ 「久里浜ＬＣＭ支援総合窓口」 
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総合的な技術力による
熊本地震で被災した道路橋の
早期復旧への貢献
（研究期間：平成 29年度～）

社会資本マネジメント研究センター 熊本地震復旧対策研究室 
室長 星隈 順一 主任研究官 西田 秀明 研究官 瀧本 耕大

（キーワード） 熊本地震、道路橋、災害復旧、技術支援 

１．はじめに

熊本地震では、熊本市街と阿蘇地域を結ぶ県道熊

本高森線の橋に甚大な被害が生じた。その復旧には

高度な技術を要しかつ緊急性を有していたため、熊

本県からの要請を受け、大規模災害復興法に基づく

代行事業として国が災害復旧事業を進めている。

本報では、県道熊本高森線に架かり、2018年7月に

供用を再開した桑鶴大橋について、その復旧に取り

入れられた技術と熊本地震復旧対策研究室の技術支

援の活動を紹介する。

２．桑鶴大橋の構造と被災概要

桑鶴大橋は、橋長160mの2径間連続鋼斜張橋であり、

Ｘ型の主塔より起点側と終点側で径間が40m異なる

曲線の桁を吊った構造である。熊本地震の影響によ

り、図-1に示すように、支承の破損に伴って終点側

の桁端部が約60cm浮き上がり、桁全体が谷側へ約

90cm移動した1)。また、ケーブルの一部は張力が抜

け、よれが生じた1)。

３．「ビルド･バック･ベター」な復旧を支援

桑鶴大橋の復旧にあたっては、被災状況や復旧後

の維持管理を踏まえ、様々な技術的配慮により「ビ

ルド・バック・ベター（より良い復興）」となる提

案を行った。具体的には、設計での想定を超える地

震に対して桁の浮き上がりを防止する対策技術や復

旧設計の不確実性を補完するための施工段階でのモ

ニタリング手法、ケーブル定着部への水の浸入防止

のための多重の配慮等を提案し、取り入れられた2)。

また、本橋は熊本県が維持管理を引き継ぐことか

ら、復旧後の桑鶴大橋の維持管理に資するデータを

施工段階で取得するための計画策定についても技術

的な支援を実施した2)。
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図-1 桑鶴大橋の主な被災状況

図-2 復旧した桑鶴大橋の現地説明会の様子

さらに、これらの復旧対策技術や施工段階で取得

したデータの意図が適切に引き継がれるよう、供用

再開に先立ち、熊本地震復旧対策研究室と国土交通

省九州地方整備局熊本復興事務所の合同で、熊本県

職員を対象に現地説明会を開催した3)（図-2）。説

明会に参加した熊本県職員からは、「復旧対策技術

の意図を踏まえ、今後の桑鶴大橋の維持管理に活か

していきたい」とのコメントがあった。

４．おわりに

県道熊本高森線では俵山大橋と大切畑大橋、国道

325号では阿蘇大橋において、現在も代行事業が進め

られている。熊本地震復旧対策研究室では、熊本地

震からの「ビルド・バック・ベター」な復旧の早期

実現に向けて、引き続き、高度な技術による支援に

取り組んでいく。

☞詳細情報はこちら

1) 国総研資料 No.967, pp.269-272, 2018.

2) 土木技術資料 Vol.60, No.10, pp.24-27, 2018.

3) 土木技術資料 Vol.60, No.9, pp.42-43, 2018.
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